様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024　年 2 月 29日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）たかさごねつがくこうぎょう 
一般事業主の氏名又は名称 高砂熱学工業株式会社 
（ふりがな）こじま かずひと 
（法人の場合）代表者の氏名代表取締役社長COO社長執行役員 小島 和人 印
住所　〒160-0022 東京都新宿区新宿6丁目27番30号

法人番号　3010001008749　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 DX戦略　～行こう、未来へ　TakasaGO！DX～
2 高砂熱学グループ長期ビジョン2040 Create our PLANET,Create our FUTURE
3 中期経営計画2026 Step for the FUTURE-未来への船出の4年間-

	公表日
	1 DX戦略：2023年5月12日
2 長期ビジョン：2023年5月12日
3 中期経営計画：2023年5月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所・記載場所：
1 DX戦略
https://www.tte-net.com/ir/pdf/digital_transformation_strategy.pdf
2 長期ビジョン
https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/long_term_plan_2023.pdf
・P1,P6：高砂熱学グループ長期ビジョン2040で目指す姿と４つの事業ドメインをDXで連携
3 中期経営計画
https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023.pdf
・P1：中期経営計画2026の基本方針
プレスリリース
https://ssl4.eir-parts.net/doc/1969/tdnet/2276772/00.pdf

	記載内容抜粋
	①DX戦略
・（P1～P2）
TAKASAGO DXで、人にも環境にも心地よい未来を
持続可能な社会を実現するために、高砂熱学の技術力で解決できることはたくさんあります。希望ある豊かな未来の実現のために、環境クリエイター®として私たちはDXを力強く推進します。
③中期経営計画
・（プレスリリース 1/1）
今般、策定しました当社グループのパーパス『環境革新で、地球の未来をきりひらく。』のもと、未来社会の課題解決への貢献に向け、長期ビジョン2040を策定いたしました。当社グループは、これまでの空気調和技術を核に環境創造の事業領域を拡げるとともに、役職員一人ひとりが環境クリエイター®として、社内外の多様な人財と高め合いながら常に挑戦を続け、ビジネスパートナーと環境価値を共創してまいります。そして、これからの社会変化を踏まえ、空調設備を基軸とした(1)国内外での建設事業、(2)設備保守・管理事業、(3)カーボンニュートラル事業、(4)環境機器製造・販売事業の4つの事業ドメインをDXで連携し、目指す姿を実現する企業グループへと変革していきます。なお、長期ビジョン2040は、市場環境の成⻑や投資回収時期等の観点から、３つのフェーズで着実に進めていき、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。（長期ビジョン2040）
・中期経営計画2026は、長期ビジョン2040の第１フェーズとして、未来への船出の４年間と位置づけ、「ビジネスモデル」および「企業と人財」のトランスフォーメーションの実現を基本方針とし、「建設事業を中心とした収益力強化」、「長期的な付加価値に繋がる事業の構築」、「価値創造の源泉となる人的資本への投資」の３点を重点的に進めてまいります。（中期経営計画2026）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議承認の後、取締役会の承認を経て公表している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 DX戦略　～行こう、未来へ　TakasaGO！DX～
2 統合報告書「TAKASAGO CORPORATE REPORT 2022」
3 統合報告書「TAKASAGO CORPORATE REPORT 2023」
4 設備BIM研究連絡会発足、機器メーカー向け説明会開催
5 地域冷暖房向け、AIを活用した熱源自動運転システムGDoc®-DHC開発
6 新基幹システムの稼働開始

	公表日
	1 DX戦略：2023年5月12日
2 統合報告書2022：2022年11月16日
3 統合報告書2023：2023年12月4日
4 プレスリリース：2023年3月16日、5月25日
5 プレスリリース：2022年12月1日
6 決算説明資料にて：2022年5月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所・記載箇所：
1 DX戦略
プレスリリース

https://www.tte-net.com/article_source/data/news/files/20230512_3.pdf

・P1～2：TAKASAGO DXで、人にも環境にも心地よい未来　　を
・P3～4：TAKASAGO DXを支える基盤と具体的な取り組み
・P5～6：BIMを中核としたデジタル基盤の整備・活用によるコア事業の変革
・P7～8：BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現
・P9～P10：DXによる働き方改革（点から面へ）
・P11～P12：デジタル人財育成
2 統合報告書2022
https://www.tte-net.com/sustainability/pdf/cr_2022.pdf
・P19～P20：特集1 国内事業の強靭化 T-Base®プロジェクト
3 統合報告書2023
https://www.tte-net.com/sustainability/pdf/cr_2023.pdf
・P5～10：「トップメッセージ」
・P13～14：「価値創造ストーリー」
・P15～26：「未来に向けた成長戦略」
・P29～30：「国内事業」
・P32：「国際事業（BIM推進）」
・P53：「成長支援（目的とステージに合わせた教育の実施）」
・P57～58：「働き方改革に向けた取り組み、能力の見える化」
④設備BIM研究連絡会発足、機器メーカー向け説明会開催
プレスリリース
https://www.tte-net.com/article_source/data/news/files/20230316_1.pdf
⑤地域冷暖房向け、AIを活用した熱源自動運転システムGDoc®-DHC開発
プレスリリース
https://www.tte-net.com/article_source/data/news/files/20221201_1.pdf
⑥2023年3月期第１四半期 決算説明資料
新基幹システム稼働開始
https://ssl4.eir-parts.net/doc/1969/ir_material_for_fiscal_ym/133296/00.pdf

	記載内容抜粋
	1 DX戦略
（プレスリリース表紙）
・これまで進めてきたDX を加速させつつ、建物ライフサイクルにおける GX（Green Transformation） を実現させる環境クリエイター®への道筋を明確にするため、DX 戦略を以下の５つの取り組み事項に更新いたしました。空調設備のトップランナーとしての知見を活かし、人や地球にとって心地よい環境を創造する環境クリエイター®へと進化してまいります。
　
・（P5～6：BIMを中核としたデジタル基盤の整備・活用によるコア事業の変革）
BIMを中核としたデジタル基盤の整備・活用によるコア事業の変革
BIMを早期に実用化し、企画・提案→設計→施工→運用管理という建物ライフサイクル全体での抜本的な業務プロセスの変革と、デジタル技術を活用した生産性向上を図ります。
・（P7～8：BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現）
BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現
BIMを中核とした建物データ及び運用データを活用し、建物ライフサイクルにおけるすべてのカーボンを最適化するトータルカーボンソリューション提案力の強化を図り、お客さまを含めたGXを実現するための事業を創造します。
・（P9～P10：DXによる働き方改革（点から面へ））
DXによる働き方改革（点から面へ）
基幹システム（ETHOS）や様々なデジタル基盤を活用することにより、個別対応していた業務を集約し、集中処理することで生産性を向上させ、業務の高度化と働き方の多様性を図ります。併せて人財の高度を図り、新たな付加価値を創造します。
・（P11～P12：デジタル人財育成）
デジタル人財育成
TAKASAGO DXを継続的に発展させていくために、神戸大学　数理データセンター（CNDS）等と連携して、データサイエンティスト監修のもと、デジタル人財育成のための教育体系を構築。単なるデジタル人財ではなく、高砂熱学のビジネス・デジタル両面のスキルを併せ持つTDI（高砂デジタル・イノベーター）の育成を目指します。
2 統合報告書2022
・（P19～P20：特集1 国内事業の強靭化 T-Base®プロジェクト）
「施工管理」から「生産管理」への施工プロセスの変革～T-Base®プロジェクト～
建設業界は、生産年齢の高齢化と生産人口の減少、2024年度に迎える時間外労働時間上限規制適用、環境問題への対応など、さまざまな課題に直面しております。当社では、その課題解決に向け、コア事業である現場の施工におけるプロセスの変革を目指す取り組み「T-Base®プロジェクト」を推進しています。
3 統合報告書2023
・（P6～P7：「トップメッセージ」）
4つの事業ドメインとそれらを繋ぐDXで2040年に連結経
常利益400億円を目指す
長期ビジョンでは、建物環境と地球環境の両方の領域を対象に「建設事業」「設備保守・管理事業」「環境機器製造・販売事業」「カーボンニュートラル事業」という4つの事業ドメインを設定し、それぞれをDXで繋いでまいります。建設事業は、これまでのコア事業である空気調和設備を国内外で継続し、グループ会社との連携により、設計・施工から保守・管理まで一貫して担い、さらなる伸長を目指していく方針です。設備保守・管理事業は、建物設備の運用と保守点検を行っており、建築設備に精通したノウハウを有する高砂熱学グループとして、環境負荷の大半を占める建物の運用段階においても、カーボンニュートラルに向けた活動を実施してまいります。環境機器製造・販売事業では、空調機器や産業空調で利用される製品の製造・販売に加え、お客様の施設に適した空調機器の最適設計とグリーンエネルギーや省エネルギーを実現する製品の開発、製造・販売をしていきます。
カーボンニュートラル事業は、成長事業として、エネルギーの「つくる」「ためる」「つかう」それぞれの段階に関わり、さらにはそれらを『ツナグ』全体像を描いています。「つくる」段階では、太陽光・風力などの再生可能エネルギー分野への投資や、当社固有技術により開発した水電解式水素製造装置を活用したグリーンエネルギーの供給を進めていきます。生み出されたエネルギーは、当社のコア事業が担う建物設備などで効率的に「つかう」ことになりますが、その間にあって必要となるのが「ためる」段階です。太陽光などの自然エネルギーは、天候等によって供給量が大きく影響を受けやすいため、安定供給や緊急時対応には、蓄電機能が必須です。また、最も重要な点は、それぞれの段階を『ツナグ』ことで全体最適が実現されます。具体的には、全体を『ツナグ』ためのエネルギーマネジメントシステム（EMS）を開発しています。
・（P8：「トップメッセージ」）
事業領域拡大に向けて人的資本への 投資強化など成長
投資を実行
「中期経営計画2026 Step for the FUTURE」では、「連結経常利益200億円」「連結ROE10%程度」をKGIとして掲げた他、地球環境への貢献として、「CO2 排出量をスコープ1と2で2022年度比16.8％減、スコープ3で10.0％減」を目標に掲げました。2026年度までを対象としたこの中期経営計画は、長期ビジョン2040の実現へ向けた、「未来への船出の 4年間」と位置づけられた第一フェーズです。コア事業の収益性強化と成長事業の基盤づくりに注力し、事業を通じて得た利益を成長事業への投資と株主還元へ充てたいと考えています。4年間の計画期間中に想定されるキャッシュイン約810億円については、300億円を株主還元に、510億円を成長投資に配分します。成長投資のうち、100億円を人的資本への投資増加にあて、残る410億円はカーボンニュートラル事業、施工プロセスの変革、DXやM&A他にあてる予定です。M＆Aの考え方について、カーボンニュートラルなどの新たな事業へのチャレンジにおいては、自前主義に拘らず、資本提携や業務提携などを通じて新たな仲間と共創する姿勢も大切にしたいと考えます。
4 設備BIM研究連絡会発足、機器メーカー向け説明会開催
・（プレスリリース）
設備BIM研究連絡会発足、機器メーカ―向け説明会開催
建築設備各社が有する技術・ノウハウを連携させることにより、施工プロセスにおけるBIM標準化を促進し、BIMの普及・展開を加速させてまいります。
設計および施工プロセスのデジタル化による「業務の効率化」ならびに「施工品質の向上」を通じ、建築設備業界の更なる発展の貢献に向けた活動を行ってまいります。
メーカー20社42名の皆様に対して、ファミリの標準化とその展開方法についての説明を行い、空調設備機器等の標準ファミリ製作と展開協力を依頼しました。
今後、本説明会の趣旨に賛同いただいたメーカー各社と協働し、設備BIMで使用するファミリの標準化を推進し、建築設備業界全体で利用可能な仕組みを構築してまいります。

5 地域冷暖房向け、AIを活用した熱源自動運転システムGDoc®-DHC開発
・（プレスリリース）
地域冷暖房向けにAIを活用した熱源自動運転システム「GDocⓇ - DHC」（以下、本システム）開発
国内最大級規模の地域冷暖房施設を備える「晴海アイランド地区熱供給センター」にて、安定稼働や省力化（オペレータ作業量が平均50％減）を確認。
地域冷暖房施設の運用に当たっては、オペレータが熱源運転スケジュールを立案・手動入力し、365日24時間対応で安定供給・安定運転に努めていますが、習熟度が必要な人手に依存した業務となっています。また、労働人口の減少等から、オペレータ不足も顕在化しており、働き方改革が求められています。これらの課題を解決するため、施設の安定稼働と省力化を実現するシステムの開発に取り組みました。

6 2023年3月期第１四半期 決算説明資料
・（P12 DX・BIMの推進）
新基幹システムの稼働開始
全店共通業務集約化ならびに効率化に向けた基盤を構築

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議承認の後、取締役会の承認を経て公表している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 統合報告書2023
・P71：取締役紹介
・P93：組織図
https://www.tte-net.com/sustainability/pdf/cr_2023.pdf
2 DX戦略
・P1～P2：TAKASAGO DXで、人にも環境にも心地よい未来　　　　を
・P9～P10：DXによる働き方改革（点から面へ）
・P11：デジタル人財育成
・P12：TAKASAGO DXロードマップ
https://www.tte-net.com/ir/pdf/digital_transformation_strategy.pdf
3 プレスリリース
・2021年1月25日：機構改革のお知らせ
https://www.tte-net.com/article_source/data/news/files/20210125_1.pdf
・2023年1月23日：組織改訂のお知らせ
https://www.tte-net.com/article_source/data/news/files/20230130_1.pdf
・2023.3.16 設備BIM研究連絡会発足
https://www.tte-net.com/article_source/data/news/files/20230316_1.pdf
④その他（決算説明資料など）
・技術系社員を対象にRevit・BIM360教育開始
https://ssl4.eir-parts.net/doc/1969/ir_material_for_fiscal_ym/133296/00.pdf

	記載内容抜粋
	①統合報告書2023
・（P71 取締役紹介、P93 組織図）
管理体制
2020年12月にはCDXO（最高DX責任者）の設置、2021年4月には本社にDX推進本部、各支店にDX推進室を新設し、全社を挙げてDXに取り組む体制を構築し、DX推進本部からDX戦略統括部に組織改定した現在も踏襲している。
②DX戦略
・（P12：TAKASAGO DXロードマップ）
デジタル人財育成
TAKASAGO DXを継続的に発展させていくために、神戸大学 数理・データサイエンスセンター（CMDS）等と連携して、データサイエンティスト監修のもと、デジタル人財育成のための教育体系を構築する。
また、単なるデジタル人財ではなく、高砂熱学のビジネス・デジタル両面のスキルを併せ持つTDI（高砂デジタル・イノベーター）の育成を目指します。
③プレスリリース
・（2023.3.16 設備BIM研究連絡会発足）
設備BIM研究連絡会の取り組みは、上述（２）に記載の通り
④その他（決算説明資料など）
・（2023年3月期第１四半期 決算説明資料P12 DX・BIMの推進）
技術系社員を対象にRevit・BIM360教育開始し実施



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①DX戦略
・P3～8：TAKASAGO DXを支える基盤と具体的な取り組み
https://www.tte-net.com/ir/pdf/digital_transformation_strategy.pdf
②統合報告書2023
・P78：情報セキュリティ対策の推進
https://www.tte-net.com/sustainability/pdf/cr_2023.pdf

	記載内容抜粋
	①DX戦略
・（P5～6：BIMを中核としたデジタル基盤の整備・活用によるコア事業の変革）
BIMを中核としたデジタル基盤の整備・活用によるコア事業の変革
BIMを早期に実用化し、企画・提案→設計→施工→運用
管理という建物ライフサイクル全体での抜本的な業務プロセスの変革と、デジタル技術を活用した生産性向上を図ります。
・（P7～8：BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現）
BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現
BIMを中核とした建物データ及び運用データを活用し、建物ライフサイクルにおけるすべてのカーボンを最適化するトータルカーボンソリューション提案力の強化を図り、お客さまを含めたGXを実現するための事業を創造します。
・（P9～P10：DXによる働き方改革（点から面へ））
DXによる働き方改革（点から面へ）
基幹システム（ETHOS）や様々なデジタル基盤を活用することにより、個別に対応していた業務を集約し、集中処理することで生産性を向上させ、業務の高度化と働き方の多様性を図ります。
②統合報告書2023
・（P78：情報セキュリティ対策の推進）
情報セキュリティ対策
DX（Digital Transformation）戦略「行こう、未来へ TakasaGO! DX」を策定し、当社におけるデジタル技術の活用の加速、不安定な世界情勢と高度多様化するサイバー攻撃増加などに対応するための定期的な情報セキュリティリスクの見直しを行い、情報セキュリティ対策の維持・強化に取り組んでいます。
•情報セキュリティ管理・推進体制
•情報セキュリティ対策
•情報セキュリティ教育
•法令遵守
全社員を対象としたｅラーニングを実施し、また情報セキュリティの要点をまとめたパンフレット （一般／工事現場版）を配布し、社員の情報管理に関する意識向上の取り組みを実施しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 長期ビジョン2040　Create our PLANET, Create our FUTURE
2 中期経営計画2026　Step for the FUTURE－未来への船出の４年間－
3 DX戦略　～行こう、未来へ　TakasaGO！DX～

	公表日
	1 長期ビジョン2040：2023年5月12日
2 中期経営計画2026：2023年5月12日
3 DX戦略：2023年5月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公開方法：ホームページ
公表場所・記載場所：
1 長期ビジョン2040　Create our PLANET, Create our FUTURE
https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/long_term_plan_2023.pdf
・P5：高砂熱学グループが貢献する未来社会課題
・P6：高砂熱学グループ長期ビジョン2040で目指す姿と４つの事業ドメイン
・P7：長期ビジョン2040実現に向けた3つのフェーズ
2 中期経営計画2026　Step for the FUTURE－未来への船出の４年間－
https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023.pdf
・P1：中期経営計画2026 Step for the FUTURE－未来への船出の４年間－の基本方針
・P2：中期経営計画（2023年～2026年）の数値目標
3 DX戦略　～行こう、未来へ　TakasaGO！DX～
https://www.tte-net.com/ir/pdf/digital_transformation_strategy.pdf
・P5～6：BIMを中核としたデジタル基盤の整備、活用によるコア事業の変革
・P7～8：BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現
・P9～P10：DXによる働き方改革（点から面へ）

	記載内容抜粋
	③DX戦略　～行こう、未来へ　TakasaGO！DX～
・（P5～6：BIMを中核としたデジタル基盤の整備、活用によるコア事業の変革）
BIMを早期に実用化し、企画・提案→設計→施工→運用管理という建物ライフサイクル全体での抜本的な業務プロセスの変革と、デジタル技術を活用した生産性向上を図ります。
・（P7～8：BIMやEMS等から生成されるデータを活用したGXの実現）
BIMを中核とした建物データ及び運用データを活用し、建物ライフサイクルにおけるすべてのカーボンを最適化するトータルカーボンソリューション提案力の強化を図り、お客さまを含めたGXを実現するための事業を創造します。
・（P9～P10：DXによる働き方改革（点から面へ））
基幹システム（ETHOS）や様々なデジタル基盤を活用することにより、個別に対応していた業務を集約し、集中処理することで生産性を向上させ、業務の高度化と働き方の多様性を図ります。
併せて人財の高度化を図り、新たな付加価値を創造します。
②中期経営計画2026　Step for the FUTURE－未来への船出の４年間－
・（P2：中期経営計画（2023年～2026年）の数値目標）
戦略上の取組みに2026年までの4年間で510億円の投資を計画し、達成状況に係わる指標として、財務指標を公表している。
数値目標：KGI(2026年度)
連結経常利益　200億円
ROE　10.0％程度
CO2排出量削減(2022年度比)
・スコープ１，２　△16.8％
・スコープ３　　　△10.0％



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	・コーポレートレポート（統合報告書）　「TAKASAGO CORPORATE REPORT 2023」：2023年12月4日
・日刊建設通信新聞（14面）：2023年11月16日号
・日刊建設工業新聞（14面）：2023年11月16日号
・空調タイムス（16面）：2023年10月25日
・日経ＥＳＧ 2021年１月版：2020年12月8日 日経ＢＰ社発行
・当社HPにおけるトップメッセージでの言及：2023年5月

	発信方法
	①統合報告書2023：ホームページ
https://www.tte-net.com/sustainability/pdf/cr_2023.pdf
②日刊建設通信新聞（14面）：紙面
③日刊建設工業新聞（14面）：紙面
④空調タイムス（16面）：紙面
⑤日経ＥＳＧ 2021年１月版：紙面
⑥当社HPにおけるトップメッセージでの言及：ホームページ
https://www.tte-net.com/corporate/message/index.html

	発信内容
	①コーポレートレポート（統合報告書）　「TAKASAGO CORPORATE REPORT 2023」
・（P5～10：「トップメッセージ」）
未来社会の課題解決に向けて、これまでの空気調和の技術を核としながら、事業の効率化を図るとともに、環境創造の事業領域を拡げ、従業員一人ひとりが社内外の多様な人財と共に、当社グループのビジョンである環境クリエイター®として挑戦し続けていき、環境価値を創造する企業を目指してまいります。
そのために、これからの社会変化を踏まえ、4つの事業ドメインを構築し、それらをDXによって連携させ、未来社会の課題解決を実現する企業グループに変革していきます。
②日刊建設通信新聞 2023年11月16日号
・（14面）
「飛躍へ CN・DX投資、稼ぐ力高める」
企業価値向上のために、「未来の船出となる今年度からの4年間でCNやDXへの投資をしっかりと進める。建設事業で確実に稼ぐ力も高めて、27年以降に飛躍していく。40年の経常利益400億円に向け、今年度をその1年目として着実に進めたい」と決意を新たに、次なる100年の一歩を歩み出す。
③日刊建設工業新聞 2023年11月16日号
・（14面）
「環境革新で地球の未来を切り開く」
先輩方とステークホルダーの支援でここまでこれた。
当然、業績をしっかりと向上させながら、さらなる飛躍を目指す。今回の中期計画は『未来への船出の4年間』という位置付けだ。CNやDXに投資して確実に稼ぐ力を付ける。まずはスタートの1年間にしたい。
④空調タイムス 2023年10月25日
・（16面）
「環境技術創造へ、会社変革を」
この4年間でDXへの投資を進めて建設事業の「稼ぐ力」を強化すると共に、CNへ向けた投資も進める。その後はアジアのCNも視野に、事業領域拡大を図る。
⑤日経ＥＳＧ 2021年１月版
・（P80～P81）
「100周年に環境クリエイターへ」
月面で水素と酸素の生成に挑戦
経営基盤の強靭化にはDXによる事業の抜本的改革が不可欠です。建設業界はこれまで現場で1件ごと仕上げる“一品生産”が浸透していましたが、この施工プロセスも変革が必要です。オフサイトに生産拠点を据え、モジュール化したものを製造して現場まで運ぶ方法に変え、コストやCO2排出量の削減、人手不足に対応したいと考えています。
また、21年の基幹システム刷新に伴い、人事、経理、営業、技術開発、支店などを結び、計画から設計、施エ、メンテナンスまでデータ管理する計画を進めています。20年12月にCDXO （最高DX責任者）を新たに据え、本格的にDXを推進していくつもりです。
⑥当社HPにおけるトップメッセージでの言及
未来に向けた社会課題解決のため、当社グループ全体の力を結集し、「環境クリエイター®」として、「建物環境のカーボントランジション」と「地球環境のカーボンニュートラル」に取り組みます。
空調設備事業を核として「建設事業」、「設備保守・管理事業」、「カーボンニュートラル事業」、「環境機器製造・販売事業」の4つの事業ドメインをDXで連携し、ビジネスパートナーと環境価値を共創する企業グループへ変革してまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	1回目（2021年度）：2022年2月　～　2022年3月
2回目（2022年度）：2022年5月　～　2022年6月
2022年度 自己診断：2022年11月

	実施内容
	DX推進指標の自己診断を実施




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年4月頃　～　現在

	実施内容
	2018年度4月より社内に情報セキュリティに関する専門組織として「情報セキュリティ推進室」を設置し、2019年10月に情報管理、情報システム及び情報セキュリティ関する社内ルールを全面改正を実施した。
サイバーセキュリティへの取組み、監査の実施については以下に記載の添付書類参照。
・サイバーセキュリティ対策取組一覧
・情報セキュリティ監査報告書



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
